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○ 中山間地域等の農業生産条件が不利な地域において、農業生産活動を通じて、農用地を維持し、多面的機能の確保を図

るため、集落協定等に基づき、５年間以上継続して農業等を行う農業者等に対して交付金を交付。

○ 平成12年度に制度が始まり、第５期対策は令和２年度から令和６年度までの５年間。

○平成27年度からは、法律（農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律）に基づいた、安定的な措置として実施。

（１）制度の概要

（２）制度の基本的仕組み

【共同利用機械による農作業】 【集落共同での水路の江ざらい】

１ 制度の概要

１

① 「特定農山村法」「山村振興法」「過疎地域自立促進特別措置法」「半島振興法」「離島振興法」「沖縄振興特別措置法」「奄美群島振興
開発特別措置法」「小笠原諸島振興開発特別措置法」「棚田地域振興法」等によって指定された地域

② ①に準じて、都道府県知事が特に定めた基準を満たす地域

① 急傾斜地（田：１/20以上、畑・草地・採草放牧地：15°以上）
② 緩傾斜地（田：１/100以上１/20未満、畑・草地・採草放牧地：８°以上15°未満）
③ 小区画・不整形な田
④ 高齢化率・耕作放棄率の高い集落にある農用地
⑤ 積算気温が低く、草地比率の高い草地
⑥ ①～⑤の基準に準じて、都道府県知事が定める基準に該当する農用地

対象農用地

対象地域

集落等を単位とする協定を締結し、５年間以上農業生産活動等を継続する農業者等

対象者

地目 区分 交付単価（円/10a）

田
急傾斜（1/20～） 21,000

緩傾斜（1/100～) 8,000

畑
急傾斜（15°～） 11,500

緩傾斜（8°～） 3,500

交付単価

10m

0.5m

水田水田
（ 傾斜：1/20 ）

10m

0.1m

水田水田
（ 傾斜1/100 ）

①急傾斜地

②緩傾斜地

（対象農用地の例）

交付金の主な使い道

第５期対策より追加



○ 本制度は、平成１２年度に創設して以降、５年を一期として対策を実施。
○ 交付金の交付状況の点検・評価を踏まえ、時々の課題にも対応しつつ、必要な見直しを加えながら継続的に実施。

制度のこれまでの経過

２



（３）協定に定める活動内容

○ 協定には、適正な農業生産活動に加え、多面的機能の増進につながる活動を必須の事項として記載。これに加えて、農業

生産活動等の体制整備のための、より前向きな活動を協定に位置づけた場合には、交付単価の10割を交付。

○ 第５期対策から、体制整備単価（10割単価）の受給要件を、「集落戦略の作成」に一本化。

３



（４）第５期対策の加算措置等

○ 本交付金の対象となる活動に加え、地域農業の維持・発展に資する一定の取組を行う場合には、交付単価に所定額がか

さんされる措置を講じている。令和２年度において、新規３つ・拡充１つ・継続１つの計５種類の加算を措置。

○第５期対策では、中山間地域等が抱える課題に対応し、農業生産活動の継続に向けた前向きな取組への支援を強化。

４



（１）第５期対策の取組状況

２ 取組状況

５

○富山県１５市町村のうち、令和２年に射水市が新たに加わり、１３市町において本制度に

取り組み、集落協定に対し交付金を交付している。

○ 令和２年度には307協定、4,669ha（対象農用地5,513haの85％）で取り組まれ、交付金

7億7,713万円が交付された。
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中山間地域等直接支払制度 交付面積

２ 取組状況
（２）県の実施状況（交付面積の推移）

○制度が始まった平成１２年度（第１期対策）から平成１４年度まで増加し、以降はほぼ横ばいで推移

○ 令和２年度の実施状況

・協定数 ３０７ （R1：３０９）

・集落数 ３８７ （R1：３８２） ※対象集落約４６０

・交付面積 ４，６６９ｈａ （対象農用地 ５，５１３ｈａの８５％）

６

第１期対策 第２期対策 第３期対策 第４期対策

特認地域
の追加

H27年度（3期→4期移行時）▲150ha
・面積増+140ha
（リーダーの不在の解消、話し合い不調の解消）
・面積減▲290ha
（条件不利地の除外、高齢化により継続困難）

第５期対策

R2年度（4期→5期移行時）+26ha
・面積増+201ha
（棚田地域振興法による新規及び面積増）
・面積減▲175ha
（条件不利地の除外、高齢化により継続困難）

指定棚田地
域の追加



２ 取組状況
（２）棚田地域振興活動加算の目標について

７

○令和２年度の棚田地域振興活動加算の活用状況

・協定数 １７（富山市１、高岡市２、氷見市５、黒部市２、射水市１、立山町６）

○ 棚田地域振興活動加算では、「ア、イ、ウ」の各項目について定量的な目標を一つ以上設定する必要がある。

○ 棚田地域振興活動加算と認定棚田地域振興活動計画の目標の整合をとる必要がある。


